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耐震補強のための新たな耐力壁による建築計画の空間の再構築

君 興 治

要約
木造在来工法住宅の耐震補強と建築計画を合わせた改修による耐震化工事の普及耐力壁の効

果的な設置により，施工する範囲を抑えることで，昭和 56 年（1981）⚕月 31 日前（旧耐震基準）
の多くの木造在来工法住宅に対し耐震化を行い，地震による倒壊・崩壊などを軽減させ，札幌市
全体の防災の促進を行う。
耐震化の工事を希望するも予算の問題で解体，もしくは外壁の張替だけの改修工事のみを行

うなど，耐震工事そのものを行わない市民が多い中，少ない範囲や必要箇所のみでも効果のある
補強と部屋の用途を変更する改修の両方を踏まえた工事方法を考え提案した。ことで，予算内
で耐震効果の高い補強工事を行う件数が増え，札幌市の防災力の向上につながったと思われる。
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⚑．はじめに

研究の背景としては札幌市における木造住宅耐
震診断員を 12 年行い，札幌市内の木造在来工法
住宅の耐震診断の結果から，工事資金の予算の不
足という理由で，耐震化工事をあきらめざるを得
ないケースが多いことを知り，工事費用を縮小し
ながらも耐震強度が上がるような工事方法の模索
を行った。
結果，住宅の建物内部からの工事ならば，足場

設置を必要とせずに工事ができること，また診断
方法の中の一般診断法を用い，さらに表 3.1 ルー
トと精算法ルートという診断方法の検討をするな
ど，一般的に普及しやすい構法の木造住宅を，適
した耐震の計画や耐震構造，耐震設計によった工
事で手を加えることで，長く利用できる安全性の

高い建築として改修する方法を考えた。

⚒．研究の目的

耐力壁をバランスよく配置することと，その見
極めをすることにより古い木造の建物の安全の性
を高め，長期間に渡って住宅として利用できる木
造軸組みの建築物の耐震補強の普及を目指す。
必要性としては木造建築物が構造的に安定する

ための「耐力壁」を適切な箇所に配置をすること
で，昭和 56 年（1981 年）⚕月 31 日以前（旧耐震
基準）の古い木造建築物であっても，上部構造評
点を 1.0 以上に保つことで震度⚖～⚗程度の大地
震に対して建物が一応倒壊しないところまで補強
することができる注 1)。上部構造評点とは，木造
住宅の耐震性を数値で表したものであり，震度
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注 1) 上部構造評点判定 1.0 以上～1.5 未満一応倒壊しない 1.5 以上倒壊しない 札幌市木造住宅耐震診断マニュアルより



⚖～⚗程度の大地震に対し，建物が倒壊する可能
性を判定しているもので，評点が 1.0 未満の場合
は倒壊の可能性があるとされる。
問題提起としては木造耐震設計の補助基準と

なっている，一般社団法人日本建築防災協会ソフ
トWee2012 を使用した耐震の設計と計画を行う
ことで，国土交通省から耐震工事の費用の一部の
補助を受けることができる。その耐震改修工事の
費用の補助に対応している北海道の市区町村は，
179 市区町村のなかで，76 市区町村のみであり，
北海道全体の 42％であるとされている。青森県
も 33％となっており，全国平均の 85％と比較し
ても北海道は低い数値になっているといえる（令
和⚖年度の国土交通省耐震補助状況 表⚑）。
北海道や青森県などの積雪の多い地域は，積雪

荷重を加味した計画が必要となるために，積雪の
ない地域のような簡単な耐震補強では上部構造評
点 1.0 を超えることができない。よって，積雪の
無い地域よりも工事金額が高額となってしまうこ
と，また耐震補強工事に加えて，積雪地域特有の
工事として断熱材の追加などが発生することが多
い。また，耐力壁についてはどの壁を補強しても
効果があるのではなく，その下の階に壁があるか
（壁の直下率の検討），耐力壁の上下に横架材が存
在しているか（非破壊調査なので検討が難しい）
など，木造建築設計の経験を問われる判断が多く
あり，木造住宅耐震診断員の登録が必要とされて
いる。
例えば，直下率を無視した計画をしてしまうこ

とで，計算書上では上部構造評点の上昇はみとめ
られるも，施工上では工事そのものが不可能な場
合もあり，実際には上部構造評点の数値ほどの効

果が現れにくいという可能性がある。
それを回避するために，新たな耐力壁を設ける

ことによって計算上の上部構造評点の数値を上げ
るだけでなく，実際に効果的な施工方法を導く。
事例紹介としては 2016 年度以降，札幌市では

木造住宅耐震診断を無料化し，耐震化工事に対し
ても補助制度を設けるなどして，木造住宅の耐震
化に対する取り組みを支援した。また，市全体の
防災力を向上する動きがあり，それに伴い，耐震
診断から耐震設計を行った札幌市内の昭和 55 年
に確認申請許可を得た木造軸組在来工法の住宅の
おける耐力壁を補強したい部分の⚑階と⚒階に壁
の重なりが少ないことから，新たな壁を設けるこ
とで既存の壁のみの補強工事よりも高い耐震性能
を引き出す試みを行った。
達成目標，本研究の目的は図⚓，図⚔，に示す

建物の⚒階 Y 方向の耐力壁 A グループと B グ
ループの設置の位置によって建物の上部構造評点
が 1.0 に達するまでの耐力壁の幅（長さ）を比較
するものである。幅（長さ）についての検討は，
補強箇所が短ければ工事面積も少なくなるもの
で，言い換えると工事金額に比例することとなる。
ここでは壁単体の基準耐力に着目するのではな
く，幅（長さ）を基準として建物全体の指標であ
る上部構造評点 1.0 以上を目標とする。
また，適切に耐力壁を設置することで，工事箇

書数を減らすことが可能となり，ひいては予算上
でも工事が可能となった。さらには，本研究に
よってどの箇所に新たな壁を設けることが効果的
なのかの見極めをしやすくなり，今後，耐震補強
工事を行う際に多くある予算的な問題を軽減させ
る方法の一つとして挙げるものとする。
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表 1



⚓．研究の方法

解析方法
○使用するソフト一般社団法人日本建築防災協会
ソフトWee2012 による一般診断法，表 3.1 ルー
ト注 2)により耐震計算を行い，⚒階Y方向の耐
力壁の長さの検討を行う。

○検討方法 検討を行う壁は⚒階の Y 方向を A
グループとBグループの⚒カ所とし，どちらか
の上部構造評点が 1.0 に達するまで行い，その
耐力壁の長さで比較する。

○検討の位置 A グループは⚒階既存の壁に限
定して補強を行う。（一般的に使用されている
壁の補強方法）Bグループは既存に無い新たな
壁の補強を行う。

○検討の条件 耐力壁の設置位置は⚑階と⚒階の
壁の直下率を検討に入れ，下階に壁が存在して
いること，または横架材が施工可能な位置にの
みに耐力壁の計画を行う。

○使用する材料と施工
・筋違（既存の壁に使用する場合は既存壁内部
105 mm 以内に納めるために 30 mm×90 mm
以上の筋違を使用し新設の壁は 45 mm×90
mm 以上の筋違を使用する。）筋違の端部は壁
倍率指定の金物で固定する。

・使用する面材はMDF 9 mm（昭和 55 年以前の
建物は気密が取れていないため室内の湿気を外
部の放出するために通気性の高いMDFを使用
する。）
建物内部，入隅に使用する場合は高倍率真壁仕
様 告示第 1100 号（図⚑）
建物外部に使用する場合は高倍率大壁仕様 告
示第 1100 号（図⚒）

○壁基準耐力 壁基準耐力は（表⚒）の合計耐力
を使用する。

○窓開口 0.6 KN
○はき出し開口 0.3 KN

○既存の石膏ボードの壁 1.1 KN
○検討を行う建物条件
所在地：札幌市手稲区新発寒⚔条⚓丁目
竣工年：昭和 55 年
建物仕様：木造⚒階建 軽い建物
屋根仕様：鉄板葺き
壁仕様：木ずり下地モルタル塗り
地域係数：0.9
地盤による割り増し：1.0
形状割増係数：⚑階＝1.0
積雪深：140 cm（多雪区域）
基礎仕様：Ⅱ ひび割れのある鉄筋コンクリー
ト

床仕様：Ⅲ 火打ち無し
主要な柱の径：120 mm未満
接合部仕様：Ⅳ ほぞ差し，釘打ち，かすがい
等
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注 2) 表 3.1 ルートは床面積あたりを必要耐力係数で算定し，壁配置バランスを四分割法で確認する方法
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図 1
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図 2



⚔．結果および考察

●Aグループの補強（配置等による低減 イ ロ
対する補強 Y方向 図⚓）。
⚒階，X3通り，X7通り，の下階（⚑階）に横

架材，壁が無いため① X9 通り Y3～Y7 ② X10
通り Y7～Y8 ③ X12 通り Y3～Y4 ④ X12 通
り Y6～Y8 を補強，⚒階 Y 方向イとロのバラン
スが悪いため既存の壁のみの補強を行っても配置
等による低減係数が 0.48 となる（表⚓）。
よって，⚒階 Y 方向の配置による低減係数の

改善ができないため上部構造評点は 0.8 となり
1.0 には届かない結果となる（表⚔）。
壁の長さ 0.91 mm×⚘カ所＝7.28 m
耐力壁のバランスを考えることが建築基準法1)

で定められていない時期の建物は，クライアント
の要望で日当たりのために南側に窓を多く取り，
北側は壁を設ける設計が多く，今回の建物もそれ
に該当する。
南と北，東と西の耐力壁のバランスを考えず，

⚑階の壁と⚒階の壁の上下の関係性も考えずに設
計すると，既存の壁のみに補強するだけでは，耐
震上で安全にすることは困難であると考える。
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表 2

1) 平成 12 年に施行された建築基準法施工 46 条，耐力壁のバランスにおける四分割法
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図 3



●Bグループの補強（配置等による低減 イ ロ
対する補強 Y方向 図⚔）。
⚒階，X4通り，X12 通り，⑤X4通りY6～Y8

⑥ X12 通り Y3～Y4 を補強，⚒階 Y 方向イとロ
のバランスが改善され，配置等による低減係数が
1.0 となった（表⚕）。
配置等による低減係数の改善がされたため上部

構造評点は 1.11 となった（表⚖）。
壁の長さ 0.91 mm×⚓カ所＝2.73 m
⚒階に新設する壁を，⚑階壁 X4 通り上に設け

ることで，重なりがなかった⚒階が⚑階とつなが
る形となる。もともと上下の直下率やバランスを
考えずに設計されている建物は，建物を支える壁
の見極めを行うことで 0.91 mm×⚓カ所と少な
い壁の長さで Aグループの上部構造評点を超え

る数値となり，建物の見極めが非常に重要だとい
うことがいえる。
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表 32)

表 42)

2) 表⚓，表⚔はAグループ積雪荷重 140 cmの補強計算書を使用。
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⚕．結論

木造軸組構造の耐震補強における⚒階の耐力壁
の配置検討において，Aグループ（既存の壁のみ
の補強）は耐力壁を設置できる壁が少ないため上
部構造評点が 0.8 までしか上がらず，1.0 には届
かない結果となった。壁の長さもBグループ（新
設の壁を含む補強）2.73 m に対して Aグループ
は 7.28 mと 2.6 倍の差となった。
耐力壁の設置計画について表 3.1 ルート（四分

割法）を理解し，耐力壁の設置位置のバランスを
取るために，既存の壁の補強だけではなく，新設
の壁 Bグループ X4 通り Y6～Y8，を設けること
で大幅に工事面積を小さくすることができる（図
⚕）。これについては設計者の耐震に対する知識

や耐震ソフトの普及が必要となり，クライアント
の理解や許可，計画前の事前説明が不可欠な上，
診断の段階で予測し，耐震計算をしておく必要が
ある。やみくもに既存の壁を何箇所も補強して，
建物の耐震強度を上げ，工事金額も高額にするの
ではなく，設計者が居住空間への影響を抑える位
置や利用頻度の低い部屋に新たな壁を設けること
で，工事個所を減らし，ひいては建築計画を含む
設計を視野に入れた「耐震補強設計と建築計画」
の両方を踏まえた，新たな提案・試みをすること
で，予算的な問題を軽減することができ，耐震化
工事件数を上げることにつながり，札幌市の防災
にもつながったと思われる。
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表 53)

表 63)

3) 表⚕，表⚖はBグループ積雪荷重 140 cmの補強計算を使用。
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⚗．付録

Aグループ
耐震改修図面・耐震改修後平面図⚑，⚒階・補強計算
書積雪あり・補強計算書積雪無し
Bグループ
耐震改修図面・配置図・既存平面図・解体図平面図・
耐震改修後平面図⚑，⚒階・解体図立面図・耐震改
修後立面図・基礎伏図・金物図⚑，⚒階・軸組み図
XY通り・N値計算書X，Y通り・補強計算書積雪
あり・補強計算書積雪無し
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Reconstruction of space in architectural planning
using new shear walls for seismic reinforcement.

KIMI Koji

Abstract

Promotion of Seismic Retrofitting for Wooden Post-and-Beam Construction Homes through
Combined Structural Reinforcement and Renovation Planning

By effectively installing high-performance shear walls, the scope of construction can be
minimized, enabling seismic retrofitting for many wooden post-and-beam homes built before
May 31, 1981 (under the old seismic standards). This approach helps reduce the risk of collapse
or destruction during earthquakes and contributes to enhancing disaster resilience across
Sapporo City.

Although many citizens wish to carry out seismic retrofitting, budget constraints often lead
them to opt only for partial renovations such as demolition or exterior wall replacement, without
addressing seismic reinforcement itself. By proposing a construction method that combines
targeted reinforcement in essential areas with renovations that repurpose room functions, we
have increased the number of projects that achieve high seismic performance within budget.
This has led to a significant improvement in Sapporo City’s overall disaster preparedness.

Keywords: Seismic retrofitting Shear wall placement Wooden post-and-beam houses Disaster
resilience
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